
 
令和５年度 

いの町一般会計補正予算 

(第５号)  
い  の  町       



－１－ 

 

 

令和５年度いの町一般会計補正予算（第５号） 

 

 令和５年度いの町の一般会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１４９，７００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１４，１７４，６００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰越して使用することができる経費は、「第２表

繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

 

         令和５年１２月４日  提出  

い の 町 長  池 田  牧 子 



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正  （　第　５　号　）
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１，５７１，１０２
14.国庫支出金

１２０ １，５７０，９８２△

1.国庫負担金
６９７，０５３ １９，８２６ ７１６，８７９

2.国庫補助金
８５８，３６２ ２１，９４６ ８３６，４１６△

3.国庫委託金
１５，６８７ ２，０００ １７，６８７

１，０９０，５０３
15.県支出金

８７，７０９ １，１７８，２１２

1.県負担金
４４１，２３６ ８，３３９ ４４９，５７５

2.県補助金
５２７，０１２ ７９，３７０ ６０６，３８２

９２，４１３
16.財産収入

４５９ ９２，８７２

1.財産運用収入
７０，１３９ ４５９ ７０，５９８

２６３，６５０
17.寄附金

６１１ ２６４，２６１

1.寄附金
２６３，６５０ ６１１ ２６４，２６１

７５５，３３７
18.繰入金

１０，７７９ ７４４，５５８△

1.特別会計繰入金
１７９，０２４ １，６２１ １８０，６４５

2.基金繰入金
５７６，３１３ １２，４００ ５６３，９１３△

１９３，６１１
20.諸収入

４，９２０ １９８，５３１

5.雑入
１８１，０６２ ４，９２０ １８５，９８２

１，０５０，３００
21.町債

６６，９００ １，１１７，２００

―　2　― 一般会計



―　3　― 一般会計

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.町債
１，０５０，３００ ６６，９００ １，１１７，２００

歳　　入　　合　　計
１４，０２４，９００ １４９，７００ １４，１７４，６００



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.議会費
８６，４９２ ９２７ ８７，４１９

1.議会費
８６，４９２ ９２７ ８７，４１９

2.総務費
３，２８４，３４９ ４３，７４３ ３，３２８，０９２

1.総務管理費
３，１１１，８６７ ３８，３６０ ３，１５０，２２７

2.徴税費
５７，４８５ １，２５７ ５８，７４２

3.戸籍住民基本台帳費
５６，９２６ ４，１２６ ６１，０５２

3.民生費
３，１１２，００６ １５，５０１ ３，１２７，５０７

1.社会福祉費
２，２４１，０５２ ８８６ ２，２４１，９３８

2.児童福祉費
８７０，６３７ １４，６１５ ８８５，２５２

4.衛生費
１，４１４，７８０ １，７６７ １，４１３，０１３△

1.保健衛生費
７９８，６７６ ３，３２５ ７９５，３５１△

3.水道費
１１４，１１８ １，５５８ １１５，６７６

6.農林水産業費
７２０，８２４ ２１，２９０ ７４２，１１４

1.農業費
２２２，３５１ ３，９１３ ２２６，２６４

2.林業費
４９８，４７３ １７，３７７ ５１５，８５０

7.商工費
３１２，０１０ １６，６４２ ２９５，３６８△

1.商工費
３１２，０１０ １６，６４２ ２９５，３６８△
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―　5　― 一般会計

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

8.土木費
１，３１９，５８６ １０４，２２２ １，２１５，３６４△

1.土木管理費
５，４２４ １３ ５，４３７

2.道路橋梁費
８０９，２２９ １２０，０１７ ６８９，２１２△

3.河川費
１３３，３０９ １５，４４６ １４８，７５５

4.都市計画費
３４６，４７１ ３３６ ３４６，８０７

9.消防費
７２９，３２８ ５，８０２ ７３５，１３０

1.消防費
７２９，３２８ ５，８０２ ７３５，１３０

10.教育費
１，１５８，６４５ １１，０５４ １，１４７，５９１△

1.教育総務費
１８２，５９３ ３３６ １８２，２５７△

2.小学校費
１９３，４８３ ８，１１３ １８５，３７０△

3.中学校費
１７８，７８６ ２，００６ １７６，７８０△

5.幼稚園費
１１，７２１ ３１５ １２，０３６

6.認定こども園費
１８７，５５９ ５，９００ １９３，４５９

7.社会教育費
１８６，０４１ ５，１１６ １８０，９２５△

8.保健体育費
２１１，０８７ １，６９８ ２０９，３８９△

11.災害復旧費
１５０，７４１ １９６，８４５ ３４７，５８６

1.農林水産業施設災害復旧費
９３，２５６ １１５，９８９ ２０９，２４５



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.公共土木施設災害復旧費
５７，４８５ ５８，８４５ １１６，３３０

3.公共施設災害復旧費
０ ２２，０１１ ２２，０１１

12.公債費
１，６７３，１３９ ７２３ １，６７２，４１６△

1.公債費
１，６７３，１３９ ７２３ １，６７２，４１６△

歳　　出　　合　　計 １４，０２４，９００ １４９，７００ １４，１７４，６００
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－7－ 一般会計

(単位：千円)

追　加 (単位：千円)

公共施設災害復旧事業（長沢共同墓地） 22,011  

紙 の 博 物 館 管 理 業 務 令和５年度～令和８年度 39,160

ふ る さ と 納 税 返 礼 品 等 配 送 業 務 委 託 事 業 令和５年度～令和７年度 42,000

エ コ サ イ ク ル セ ン タ ー 整 備 事 業 費 負 担 金 令和８年度～令和９年度 30,639

土 木 費 道 路 橋 梁 費 道路メンテナンス事業（町道日比原線外３件） 195,835  

第３表　債 務 負 担 行 為 補 正

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

災 害 復 旧 費 公共施設災害復旧費

第２表  繰 越 明 許 費 

款 項 事 業 名 金　額

衛 生 費 保 健 衛 生 費 健康増進計画策定推進事業 4,288  

－7－ 一般会計



－ 8 － 一般会計

変  更

起債の 償還の 起債の 償還の

方  法 方  法 方  法 方  法

公 共 事 業 等 債 102,100 88,000

過 疎 対 策 事 業 債 667,300 633,100

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 126,600 119,300

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 53,600 77,100

災 害 復 旧 事 業 債 19,900 118,900

利 率

 証書借入
れ又は

証券発行

３．０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率。

借入先の融資条件
による。
ただし、町財政の
都合により措置期
間及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還し、又は
低利に借り換えす
ることができる。

限 度 額 利 率

 証書借入
れ又は

証券発行

３．０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率。

借入先の融資条件
による。
ただし、町財政の
都合により措置期
間及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還し、又は
低利に借り換えす
ることができる。

第４表　地   方   債   補   正
（単位：千円）

起  債  の  目  的

補     正     前 補     正     後

限 度 額

－ 8 － 一般会計
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いの町一般会計補正予算（第５号）説明書 
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.町税
２，４９１，６６２ ０ ２，４９１，６６２

2.地方譲与税
２２１，６８９ ０ ２２１，６８９

3.利子割交付金
２，８００ ０ ２，８００

4.配当割交付金
１１，０００ ０ １１，０００

5.株式等譲渡所得割交付金
１２，３００ ０ １２，３００

6.法人事業税交付金
２７，０００ ０ ２７，０００

7.地方消費税交付金
５４８，４００ ０ ５４８，４００

8.環境性能割交付金
８，７００ ０ ８，７００

9.地方特例交付金
１２，６９０ ０ １２，６９０

10.地方交付税
５，３４８，６０３ ０ ５，３４８，６０３

11.交通安全対策特別交付金
１，７００ ０ １，７００

12.分担金及び負担金
２９，２９７ ０ ２９，２９７

13.使用料及び手数料
１３２，２８６ ０ １３２，２８６

14.国庫支出金
１，５７１，１０２ １２０ １，５７０，９８２△

15.県支出金
１，０９０，５０３ ８７，７０９ １，１７８，２１２

16.財産収入
９２，４１３ ４５９ ９２，８７２

17.寄附金
２６３，６５０ ６１１ ２６４，２６１

―　1　― 一般会計



―　2　― 一般会計

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

18.繰入金
７５５，３３７ １０，７７９ ７４４，５５８△

19.繰越金
１５９，８５７ ０ １５９，８５７

20.諸収入
１９３，６１１ ４，９２０ １９８，５３１

21.町債
１，０５０，３００ ６６，９００ １，１１７，２００

歳　　入　　合　　計 １４，０２４，９００ １４９，７００ １４，１７４，６００



（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国庫支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

県支出金

1.議会費
86,492 927 87,419 927

2.総務費
3,284,349 43,743 3,328,092 13,432 500 6,896 21,065△2,850

3.民生費
3,112,006 15,501 3,127,507 16,071 3,354 12,773△8,849

4.衛生費
1,414,780 1,767 1,413,013 1,257 800 4,689 86△ △779

5.労働費
13,000 0 13,000

6.農林水産業費
720,824 21,290 742,114 15,500 202 1,3074,281

7.商工費
312,010 16,642 295,368 10,000 5,348 1,294△ △ △ △

8.土木費
1,319,586 104,222 1,215,364 67,891 36,200 1,400 481△ △ △ △ △1,750

9.消防費
729,328 5,802 735,130 2,495 700 1,3561,251

10.教育費
1,158,645 11,054 1,147,591 4,405 1,205 15,927△ △ △1,673

11.災害復旧費
150,741 196,845 347,586 30,111 96,600 3,85866,276

12.公債費
1,673,139 723 1,672,416 723△ △

13.予備費
50,000 0 50,000

120歳　　出　　合　　計 14,024,900 149,700 14,174,600 66,900 2,190 2,599△ △ △87,709

―　3　― 一般会計



―　4　― 一般会計

2.歳　入

14.款 国庫支出金 項 1.国庫負担金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

4,7031. 2. ・障害福祉費民生費国庫負担金 647,108 15,421 662,529 介護給付費9,082

4,379・訓練等給付費

5. ・保育所費 私立分4,859

8. ・地域型保育給付費 家庭的保育事業1,480

3. 1. ・幼稚園費教育費国庫負担金 6,193 4,405 10,598 新制度移行幼稚園分191

2. ・認定こども園費 私立分4,214

697,053 19,826 716,879項 合 計

14.款 国庫支出金 項 2.国庫補助金

1. 1. ・戸籍住民基本台帳費総務費国庫補助金 246,031 13,432 259,463 社会保障・税番号制度システム整備費補9,332

助金

1,4003. ・企画費 地域少子化対策重点推進交付金4,100

2,700・空き家対策総合支援事業

2. 1. ・障害福祉費民生費国庫補助金 41,297 650 41,947 障害者自立支援給付・支払等システム事650

業

3. 1. ・予防費衛生費国庫補助金 78,787 1,257 80,044 風しん抗体検査事業50

3. ・母子衛生費 妊娠・出産包括支援事業1,207

17,7125. 1. ・道路新設改良費土木費国庫補助金 378,407 69,891 308,516 社会資本整備総合交付金△ 67,789△ △

50,077・道路メンテナンス事業 △

3. ・下水道新設改良費 社会資本整備総合交付金2,102△

6. 1. ・防災対策費消防費国庫補助金 46,660 2,495 49,155 耐震対策緊急促進事業2,495



14.款 国庫支出金 項 2.国庫補助金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

8. 1. ・河川等災害復旧費災害復旧費国庫補助金 15,982 30,111 46,093 河川等現年公共災害復旧費30,111

858,362 21,946 836,416△項 合 計

14.款 国庫支出金 項 3.国庫委託金

3. 1. ・河川維持費土木費国庫委託金 12,000 2,000 14,000 ポンプ・樋門管理2,000

15,687 2,000 17,687項 合 計

款 合 計 1,571,102 120 1,570,982△

15.款 県支出金 項 1.県負担金

2,3511. 2. ・障害福祉費民生費県負担金 438,726 6,733 445,459 介護給付費4,540

2,189・訓練等給付費

6. ・保育所費 私立分1,667

9. ・地域型保育給付費 家庭的保育事業526

2. 1. ・幼稚園費教育費県負担金 2,510 1,606 4,116 新制度移行幼稚園分95

2. ・認定こども園費 私立分1,511

441,236 8,339 449,575項 合 計

15.款 県支出金 項 2.県補助金

1501. 2. ・企画費総務費県補助金 78,450 2,850 81,300 地域少子化対策重点推進交付金2,850

2,700・住宅耐震改修事業
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15.款 県支出金 項 2.県補助金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

8282. 5. ・ひとり親家庭医療費民生費県補助金 85,404 2,116 87,520 医療費846

18・審査支払手数料

6. ・介護保険対策費 中山間地域介護サービス確保対策事業710

4469. ・子ども医療費 医療費560

114・審査支払手数料

3. 5. ・水道費衛生費県補助金 21,034 779 21,813 中山間地域生活支援総合事業779

4. 1. ・農業委員会費農林水産業費県補助金 192,221 4,281 196,502 農業委員会19

2. ・農業振興費 経営所得安定対策推進事業237

3. ・農地費 ほ場整備推進事業1,500

4. ・中山間直接支払推進事業費 中山間地域直接支払交付金91

7666. ・林業振興費 地域林業総合支援事業2,566△ △

1,800・特用林産業新規就業者研修支援事業 △

8. ・治山費 山地災害防止事業5,000

6. 2. ・がけくずれ住家防災対策事土木費県補助金 19,929 1,750 21,679 がけくずれ住家防災対策事業1,750

業費

1,2477. 1. ・防災対策費消防費県補助金 45,165 1,251 46,416 建築物耐震対策促進事業1,251

4・地域防災対策総合補助金

8. 4. ・幼稚園費教育費県補助金 61,500 67 61,567 施設型給付費地方単独分67

9. 1. ・林業施設災害復旧費災害復旧費県補助金 13,609 66,276 79,885 林業施設現年公共災害復旧費52,601

2. ・農業施設災害復旧費 農業施設現年公共災害復旧費13,675



15.款 県支出金 項 2.県補助金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

527,012 79,370 606,382項 合 計

款 合 計 1,090,503 87,709 1,178,212

16.款 財産収入 項 1.財産運用収入

62. 1. ・利子及配当金利子及配当金 42,780 459 43,239 基金利子  財政調整基金459

337・基金利子  減債基金

53・基金利子  施設等整備基金

32・基金利子  ふるさとづくり基金

1・基金利子　過疎地域振興基金

1・基金利子  地域福祉基金

26・基金利子  社会福祉基金

3・基金利子  中山間ふるさとの水と土の保

全基金

1・基金利子　農業振興基金 △

2・基金利子  紙業振興基金

1・基金利子　温水プール整備基金 △

70,139 459 70,598項 合 計

款 合 計 92,413 459 92,872

17.款 寄附金 項 1.寄附金

4. 1.母子衛生費衛生費寄附金 0 611 611 611

263,650 611 264,261項 合 計

款 合 計 263,650 611 264,261
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18.款 繰入金 項 1.特別会計繰入金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

3. 1.介護保険特別会計繰入金介護保険特別会計繰入金 4,594 1,621 6,215 1,621

179,024 1,621 180,645項 合 計

18.款 繰入金 項 2.基金繰入金

1. 1.財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 91,200 12,100 79,100△ 12,100△

4. 1.施設等整備基金繰入金施設等整備基金繰入金 84,300 300 84,000△ 300△

576,313 12,400 563,913△項 合 計

款 合 計 755,337 10,779 744,558△

20.款 諸収入 項 5.雑入

1. 4. ・保険料雑入 181,062 4,920 185,982 雇用保険37

5. ・給食費収入 給食材料代120

306. ・雑入 繰替金(つり銭)4,763

5,350・光熱水費負担分 △

9,550・公有建物災害共済金

200・指定管理者備品負担金

333・返還金

181,062 4,920 185,982項 合 計

款 合 計 193,611 4,920 198,531



21.款 町債 項 1.町債 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

2. 2. ・水道費衛生債 40,800 800 41,600 過疎対策事業債800

3. 3. ・林道新設改良費農林水産業債 142,600 15,500 158,100 過疎対策事業債8,500

4. ・治山費 緊急自然災害防止対策事業債7,000

4. 2. ・紙の博物館管理費商工債 79,000 10,000 69,000 過疎対策事業債△ 10,000△

8,0005. 1. ・道路橋梁総務費土木債 402,300 39,100 363,200 緊急防災・減災事業債△ 4,000△ △

4,000・緊急自然災害防止対策事業債

33,5002. ・道路新設改良費 過疎対策事業債45,700△ △

12,200・公共事業等債 △

4. ・がけくずれ住家防災対策事 緊急自然災害防止対策事業債1,700

業費

5. ・河川改良費 緊急自然災害防止対策事業債10,800

7. ・下水道新設改良費 公共事業等債1,900△

6. 3. ・防災対策費消防債 95,900 700 96,600 緊急防災・減災事業債700

17,7008. 1. ・河川等災害復旧費災害復旧債 19,900 99,000 118,900 現年発生補助災害復旧事業債32,000

14,300・現年発生単独災害復旧事業債

2. ・農業施設災害復旧費 現年発生補助災害復旧事業債9,900

4. ・林業施設災害復旧費 現年発生補助災害復旧事業債35,100

5. ・公共施設災害復旧費 現年発生単独災害復旧事業債22,000

1,050,300 66,900 1,117,200項 合 計

款 合 計 1,050,300 66,900 1,117,200
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（単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

14,024,900 149,700 14,174,600歳入合計



3.歳 出

款 1. 議会費 項 1. 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

1. 3.職員手当等議会費 86,492 927 87,419 927 特別職926 919・

期末 7・

4.共済費 社会保険料1 ・

86,492 927 87,419 927項 合 計

款 合 計 86,492 927 87,419 927

款 2. 総務費 項 1. 総務管理費

1. 1.報酬一般管理費 101,170 345 100,825 345 会計年度任用職員△ △ 304△ ・

3.職員手当等 期末170△ ・

4.共済費 社会保険料26△ 30△・

共済組合 8・

互助会 4△・

8.旅費 費用弁償35△ ・

10.需用費 燃料費（ガソリン）190 ・

2. 2.給料人事管理費 1,866,363 28,172 1,894,535 500 37 28,635 一般職10,650 ・△

3.職員手当等 特別職13,638 469・

扶養 35・

住居 337△・

通勤 388△・

期末勤勉 12,093・

時間外勤務 255・

退職手当負担金 1,511・

4.共済費 共済組合3,884 3,654・
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款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

4.共済費 共済組合(追加) 72・

互助会 26・

特別職共済組合 93・

雇用保険料 39・

6. 3.職員手当等財産管理費 79,096 6,828 85,924 6,796 32 期末22 ・

16.公有財産購 町有地取得事業6,410 ・

入費

24.積立金 財政調整基金利子396 6・

減債基金利子 337・

施設等整備基金利子 53・

7. 17.備品購入費財産造成費 20,616 70 20,686 70 掃除機70 50・

ドライバードリル 20・

10. 18.負担金、補諸費 179,874 5 179,869 5 高知県ふるさと納税自治体連△ △ 5△ ・

助及び交付 携協議会

金

11. 24.積立金ふるさとづ 94,406 33 94,439 33 ふるさとづくり基金利子33 32・

くり事業費 過疎地域振興基金利子 1・

12. 1.報酬企画費 286,711 4,463 291,174 4,100 2,487 会計年度任用職員△ 3,146△ ・2,850

3.職員手当等 期末475△ ・

4.共済費 社会保険料799△ 592△・

共済組合 187△・

互助会 20△・

8.旅費 普通旅費129△ 30△・

研修旅費 30△・

費用弁償 69△・



款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

10.需用費 消耗品費405△ 349△・

燃料費（ガソリン） 56△・

11.役務費 任意保険料6 ・

13.使用料及び 車借上料183△ 107△・

賃借料 コンピュータ借上料 76△・

17.備品購入費 地域おこし協力隊活動用備品190△ ・

18.負担金、補 住宅家賃補助9,784 566△・

助及び交付 空き家耐震改修補助 8,100・

金 結婚新生活応援事業補助金 2,250・

13. 13.使用料及び電算費 183,078 856 182,222 856 ネットワーク強靭化サーバ使△ △ 856△ ・

賃借料 用料

16. 18.負担金、補新型コロナ 221,915 0 221,915 特殊詐欺対策電話機購入費補0 1,000・

助及び交付ウイルス感 助事業

金染症対応地 電力価格高騰防犯灯ＬＥＤ化 1,000△・

方創生臨時 緊急支援事業

交付金事業

費

3,111,867 38,360 3,150,227 4,100 500 6,866 25,044△2,850項 合 計

款 2. 総務費 項 2. 徴税費

2. 12.委託料賦課徴収費 48,951 1,257 50,208 1,257 システム変更1,257 ・

57,485 1,257 58,742 1,257項 合 計
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款 2. 総務費 項 3. 戸籍住民基本台帳費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

1. 11.役務費戸籍住民基 56,924 4,126 61,050 9,332 30 5,236 コンビニ交付手数料△ 286 ・

本台帳費

12.委託料 システム変更3,810 ・

21.補償、補填 つり銭繰替金30 ・

及び賠償金

56,926 4,126 61,052 9,332 30 5,236△項 合 計

款 合 計 3,284,349 43,743 3,328,092 13,432 500 6,896 21,065△2,850

款 3. 民生費 項 1. 社会福祉費

1. 1.報酬社会福祉総 350,695 228 350,923 27 201 会計年度任用職員272 ・

務費

3.職員手当等 期末110△ ・

4.共済費 社会保険料42 10・

共済組合 32・

8.旅費 費用弁償24 ・

2. 3.職員手当等障害福祉費 639,733 19,485 659,218 9,732 5,213 期末12 ・4,540

4.共済費 社会保険料1 ・

12.委託料 システム変更1,301 ・

19.扶助費 居宅介護18,171 5,508・

短期入所 3,437・

同行援護 176・

重度訪問介護 289・

就労継続支援Ａ型 4,171・

就労継続支援Ｂ型 3,169・



款 3. 民生費 項 1. 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

19.扶助費 自立訓練（機能訓練） 1,421・

4. 10.需用費老人福祉費 197,496 3,897 193,599 3,897 修繕料△ △ 198 ・

18.負担金、補 敬老会補助金6,008△ ・

助及び交付

金

19.扶助費 敬老年金1,880△ 1,890△・

福祉電話料 10・

27.繰出金 特別養護老人ホーム特別会計3,793 ・

8. 11.役務費ひとり親家 13,464 1,692 15,156 846 審査支払手数料36 ・846

庭医療費

19.扶助費 医療費（補助事業）1,656 ・

9. 18.負担金、補介護保険対 427,016 16,622 410,394 1,621 18,953 中山間地域介護サービス確保△ △ 3,042 ・710

助及び交付策費 対策事業

金

27.繰出金 介護保険特別会計19,664△ ・

2,241,052 886 2,241,938 9,732 1,648 16,590△6,096項 合 計

款 3. 民生費 項 2. 児童福祉費

1. 3.職員手当等児童福祉総 127,814 10 127,824 10 期末8 ・

務費

4.共済費 社会保険料2 1・

共済組合 1・

2. 1.報酬保育所費 429,800 7,553 437,353 4,859 1,706 679 会計年度任用職員△ 847 ・1,667
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款 3. 民生費 項 2. 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

10.需用費 燃料費（ガス）182△ 120・

光熱水費（電気） 1,640△・

賄材料費 1,338・

12.委託料 伊野保育園運営費6,886 3,072・

あいの保育園運営費 1,448△・

広域入所保育所運営費 5,262・

22.償還金、利 国庫返還金2 ・

子及び割引

料

3. 10.需用費子ども医療 66,948 4,519 71,467 3,959 消耗品費10 ・560

費

11.役務費 郵便料361 65・

審査支払手数料 296・

19.扶助費 医療費（補助事業）4,148 1,784・

（単独事業） 2,364

5. 18.負担金、補地域型保育 8,310 2,533 10,843 1,480 527 家庭的保育事業2,533 ・526

助及び交付給付費

金

870,637 14,615 885,252 6,339 1,706 3,8172,753項 合 計

款 合 計 3,112,006 15,501 3,127,507 16,071 3,354 12,773△8,849

款 4. 衛生費 項 1. 保健衛生費

1. 1.報酬保健衛生総 324,366 3,681 320,685 3,681 会計年度任用職員△ △ 2,637△ ・

務費

3.職員手当等 期末704△ ・



款 4. 衛生費 項 1. 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

4.共済費 社会保険料544△ 353△・

共済組合 191△・

18.負担金、補 仁淀病院228△ ・

助及び交付

金

27.繰出金 国民健康保険（直診）特別会432 ・

計

2. 11.役務費予防費 158,255 100 158,355 50 50 郵便料100 ・

5. 11.役務費母子衛生費 37,592 2,412 40,004 1,207 611 594 廃棄物処理料11 ・

12.委託料 産後ケア事業1,775 ・

17.備品購入費 母子保健事業備品626 ・

6. 11.役務費健康づくり 61,227 3,844 65,071 3,844 郵便料607 197・

費 各種検診 410・

12.委託料 健康増進計画策定3,237 ・

7. 10.需用費総合保健福 70,948 6,000 64,948 5,300 700 光熱水費（電気）△ △ 1,000△ ・△

祉センター

14.工事請負費管理費 すこやかセンター受変電設備5,000△ 9,300△・

改修工事

すこやかセンター舗装改修工 4,300・

事

798,676 3,325 795,351 1,257 4,689 107△ △項 合 計
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款 4. 衛生費 項 3. 水道費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

1. 18.負担金、補水道費 114,118 1,558 115,676 800 21 中山間地域生活支援総合事業△ 1,558 ・779

助及び交付

金

114,118 1,558 115,676 800 21△779項 合 計

款 合 計 1,414,780 1,767 1,413,013 1,257 800 4,689 86△ △779

款 6. 農林水産業費 項 1. 農業費

1.農業委員会 3,256 0 3,256 19 財源内訳の更正△ ・19

費

2. 10.需用費農業総務費 46,309 743 47,052 203 540 修繕料69 ・

17.備品購入費 コンロ671 176・

製氷機 495・

24.積立金 中山間ふるさとの水と土の保3 ・

全対策基金利子

3. 3.職員手当等農業振興費 50,621 9 50,630 1 227 期末△ 7 ・△237

4.共済費 社会保険料2 1・

共済組合 1・

5. 12.委託料農地費 38,328 3,000 41,328 1,500 ほ場整備推進事業3,000 ・1,500

6. 3.職員手当等農業施設維 30,760 26 30,786 26 期末19 8・

持費 時間外勤務 11・

4.共済費 社会保険料7 5・

共済組合 2・



款 6. 農林水産業費 項 1. 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

7. 18.負担金、補中山間直接 20,836 135 20,971 44 中山間地域直接支払交付金120 ・91

助及び交付支払推進事

金業費

22.償還金、利 県返還金15 ・

子及び割引

料

222,351 3,913 226,264 202 1,8641,847項 合 計

款 6. 農林水産業費 項 2. 林業費

1. 3.職員手当等林業総務費 5,886 4 5,890 4 期末4 ・

2. 12.委託料林業振興費 192,657 3,236 189,421 670 森林経営管理制度意向調査△ △ 410 ・2,566△

18.負担金、補 森林整備緊急対策支援事業3,646△ 2,020・

助及び交付 木質環境整備促進支援事業 2,500△・

金 地域林業総合支援事業 766△・

特用林産業新規就業者研修支 2,400△・

援事業

3. 3.職員手当等林道新設改 251,036 8,506 259,542 8,500 6 期末4 ・

良費

4.共済費 社会保険料1 ・

18.負担金、補 県営事業負担金8,501 ・

助及び交付

金

4. 3.職員手当等林業施設維 40,710 103 40,813 103 期末25 23・

持費 時間外勤務 2・

4.共済費 社会保険料9 6・
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款 6. 農林水産業費 項 2. 林業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

4.共済費 共済組合 3・

17.備品購入費 草刈機69 ・

6. 12.委託料治山費 6,200 12,000 18,200 7,000 測量設計2,000 ・5,000

14.工事請負費 山地災害防止事業10,000 ・

498,473 17,377 515,850 15,500 557△2,434項 合 計

款 合 計 720,824 21,290 742,114 15,500 202 1,3074,281

款 7. 商工費 項 1. 商工費

3. 24.積立金紙業振興費 3,461 2 3,463 2 紙業振興基金利子2 ・

4. 10.需用費観光費 115,811 750 115,061 375 375 光熱水費（電気）△ △ 750△ ・△

5. 3.職員手当等紙の博物館 99,991 9,982 90,009 10,000 18 期末△ 18 ・△

運営費

14.工事請負費 空調改修工事10,000△ ・

6. 10.需用費グリーンパ 32,610 288 32,898 288 修繕料288 ・

ークほどの

業務費

7. 3.職員手当等工芸村運営 39,505 6,200 33,305 4,975 1,225 期末△ △ 16 ・△

費

4.共済費 社会保険料3 2・

共済組合 1・

10.需用費 光熱水費（電気）6,219△ ・

312,010 16,642 295,368 10,000 5,348 1,294△ △ △ △項 合 計



款 7. 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

款 合 計 312,010 16,642 295,368 10,000 5,348 1,294△ △ △ △

款 8. 土木費 項 1. 土木管理費

1. 3.職員手当等土木総務費 5,424 13 5,437 13 期末9 ・

4.共済費 社会保険料4 2・

共済組合 2・

5,424 13 5,437 13項 合 計

款 8. 土木費 項 2. 道路橋梁費

1. 18.負担金、補道路橋梁総 10,798 4,000 6,798 4,000 県土木道路事業負担金△ 4,000△ ・△

助及び交付務費

金

2. 3.職員手当等道路維持費 114,704 1,075 115,779 1,075 期末62 46・

時間外勤務 16・

4.共済費 社会保険料13 8・

共済組合 5・

14.工事請負費 町道維持補修1,000 ・

3. 3.職員手当等道路新設改 683,158 117,092 566,066 67,789 42,800 6,200 303 期末△ △ 8 ・△ △ △

良費

4.共済費 社会保険料1 ・

12.委託料 道路メンテナンス事業15,138△ ・

14.工事請負費 社会資本整備総合交付金事業101,963△ 32,798△・

道路メンテナンス事業 69,165△・
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款 8. 土木費 項 2. 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

809,229 120,017 689,212 67,789 46,800 6,200 772△ △ △ △項 合 計

款 8. 土木費 項 3. 河川費

1. 18.負担金、補河川総務費 34,869 440 35,309 440 雨水集水桝等設置補助440 ・

助及び交付

金

2. 12.委託料河川維持費 26,997 660 27,657 2,000 1,340 ポンプ・樋門管理△ 660 ・

3. 14.工事請負費がけくずれ 39,500 3,500 43,000 1,700 50 がけくずれ住家防災対策工事3,500 ・1,750

住家防災対

策事業費

4. 12.委託料河川改良費 31,943 10,846 42,789 10,800 46 測量設計10,846 ・

133,309 15,446 148,755 2,000 12,500 804△1,750項 合 計

款 8. 土木費 項 4. 都市計画費

1. 7.報償費都市計画総 263,917 336 264,253 336 まちづくり会議委員33 ・

務費

27.繰出金 下水道事業特別会計303 ・

3.下水道新設 32,078 0 32,078 2,102 1,900 4,800 798 財源内訳の更正△ ・△ △

改良費

346,471 336 346,807 2,102 1,900 4,800 462△ △ △項 合 計

款 合 計 1,319,586 104,222 1,215,364 67,891 36,200 1,400 481△ △ △ △ △1,750



款 9. 消防費 項 1. 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

6. 3.職員手当等防災対策費 168,768 5,802 174,570 2,495 700 1,356 期末7 ・1,251

4.共済費 共済組合1 ・

8.旅費 普通旅費48 ・

13.使用料及び 駐車場使用料2 ・

賃借料

18.負担金、補 沿道建築物耐震診断補助4,992 2,661・

助及び交付 沿道建築物耐震設計 2,331・

金

21.補償、補填 中追ヘリポート整備事業752 ・

及び賠償金

729,328 5,802 735,130 2,495 700 1,3561,251項 合 計

款 合 計 729,328 5,802 735,130 2,495 700 1,3561,251

款 10. 教育費 項 1. 教育総務費

2. 1.報酬事務局費 14,256 527 14,783 527 会計年度任用職員415 ・

3.職員手当等 期末14 ・

4.共済費 社会保険料76 45・

共済組合 28・

互助会 3・

8.旅費 費用弁償22 ・

3. 3.職員手当等教育振興費 140,385 863 139,522 863 期末△ △ 12 ・

― 23 ― 一般会計



― 24 ― 一般会計

款 10. 教育費 項 1. 教育総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

4.共済費 社会保険料3 2・

共済組合 1・

12.委託料 スクールバス運行878△ ・

182,593 336 182,257 336△ △項 合 計

款 10. 教育費 項 2. 小学校費

1. 2.給料学校管理費 85,695 8,559 77,136 8,559 会計年度任用職員△ △ 78△ ・

3.職員手当等 通勤13 37・

期末 24△・

4.共済費 社会保険料6△ 3△・

共済組合 3△・

10.需用費 消耗品費8,488△ 285・

光熱水費（電気） 10,543△・

光熱水費（水道） 1,300・

光熱水費（下水道） 470・

4. 1.報酬教育振興費 48,243 446 48,689 446 会計年度任用職員362 ・

4.共済費 社会保険料66 38・

共済組合 25・

互助会 3・

8.旅費 費用弁償18 ・

193,483 8,113 185,370 8,113△ △項 合 計



款 10. 教育費 項 3. 中学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

1. 3.職員手当等学校管理費 75,731 4,149 71,582 4,149 期末△ △ 4 ・

4.共済費 社会保険料2 ・

10.需用費 消耗品費4,155△ 261・

光熱水費（電気） 4,569△・

修繕料 153・

3. 12.委託料維持修繕費 68,462 2,046 70,508 2,046 設計418 ・

14.工事請負費 伊野中学校敷地南側地中管修1,628 ・

繕工事

4. 4.共済費教育振興費 31,301 97 31,398 97 社会保険料2 1・

互助会 1・

8.旅費 費用弁償95 ・

178,786 2,006 176,780 2,006△ △項 合 計

款 10. 教育費 項 5. 幼稚園費

1. 10.需用費幼稚園費 11,721 315 12,036 191 38 光熱水費（電気）△ 203△ ・162

18.負担金、補 幼稚園広域入所518 ・

助及び交付

金

11,721 315 12,036 191 38△162項 合 計
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款 10. 教育費 項 6. 認定こども園費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

1. 10.需用費認定こども 187,559 5,900 193,459 4,214 896 721 光熱水費（電気）△ 1,338△ 1,800△・1,511

園費 光熱水費（水道） 160・

賄材料費 302・

18.負担金、補 認定こども園広域入所7,238 ・

助及び交付

金

187,559 5,900 193,459 4,214 896 721△1,511項 合 計

款 10. 教育費 項 7. 社会教育費

2. 10.需用費公民館管理 34,838 2,193 32,645 2,193 光熱水費（電気）△ △ 2,201△ ・

費

18.負担金、補 研修負担金8 ・

助及び交付

金

3. 1.報酬図書館費 39,186 2,130 37,056 2,100 30 会計年度任用職員△ △ 460△ ・△

3.職員手当等 期末80△ ・

4.共済費 社会保険料90△ 50△・

共済組合 40△・

10.需用費 光熱水費（電気）1,500△ ・

4. 10.需用費文化財保護 7,834 260 7,574 260 光熱水費（電気）△ △ 260△ ・

費

5. 3.職員手当等青少年対策 3,455 8 3,463 8 期末6 ・

費

4.共済費 社会保険料2 1・

共済組合 1・



款 10. 教育費 項 7. 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

8. 10.需用費プラチナ交 5,309 541 4,768 541 光熱水費（電気）△ △ 541△ ・

流センター

管理費

186,041 5,116 180,925 2,100 3,016△ △ △項 合 計

款 10. 教育費 項 8. 保健体育費

1. 24.積立金保健体育総 8,381 1 8,380 1 温水プール整備基金利子△ 1△ ・△

務費

3. 10.需用費体育施設費 35,723 757 34,966 757 光熱水費（電気）△ △ 757△ 1,222△・

修繕料 465・

4. 10.需用費学校給食費 160,829 940 159,889 940 光熱水費（電気）△ △ 940△ ・

211,087 1,698 209,389 1 1,697△ △ △項 合 計

款 合 計 1,158,645 11,054 1,147,591 4,405 1,205 15,927△ △ △1,673

款 11. 災害復旧費 項 1. 農林水産業施設災害復旧費

1. 10.需用費農業施設災 15,844 24,683 40,527 9,800 1,208 消耗品費183 ・13,675

害復旧費

14.工事請負費 災害復旧事業24,500 ・

2. 10.需用費林業施設災 74,922 91,306 166,228 34,300 4,405 消耗品費1,329 964・52,601

害復旧費 燃料費（ガソリン） 365・

14.工事請負費 災害復旧事業89,590 ・

17.備品購入費 測量機器387 139・

デジタルカメラ 248・
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款 11. 災害復旧費 項 1. 農林水産業施設災害復旧費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

93,256 115,989 209,245 44,100 5,61366,276項 合 計

款 11. 災害復旧費 項 2. 公共土木施設災害復旧費

1. 10.需用費河川等災害 57,485 58,845 116,330 30,111 30,500 1,766 消耗品費△ 1,245 1,000・

復旧費 燃料費（ガソリン） 245・

14.工事請負費 災害復旧事業57,600 ・

57,485 58,845 116,330 30,111 30,500 1,766△項 合 計

款 11. 災害復旧費 項 3. 公共施設災害復旧費

1. 14.工事請負費公共施設災 0 22,011 22,011 22,000 11 災害復旧事業22,011 ・

害復旧費

0 22,011 22,011 22,000 11項 合 計

款 合 計 150,741 196,845 347,586 30,111 96,600 3,85866,276

款 12. 公債費 項 1. 公債費

1. 22.償還金、利元金 1,630,731 42 1,630,689 42△ △ 42△

子及び割引

料

2. 22.償還金、利利子 42,408 681 41,727 681△ △ 681△

子及び割引

料

1,673,139 723 1,672,416 723△ △項 合 計



款 12. 公債費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

款 合 計 1,673,139 723 1,672,416 723△ △

14,024,900 149,700 14,174,600 120 66,900 2,190 2,599歳出合計 △ △ △87,709
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給    与    費    明    細    書

１, 特  別  職
(単位：千円、人)

給          与          費

区    分 職 員 数 期 末 手 当 共 済 費 合    計 備    考

長　等 3  24,480  5,929 (2.60) 30,409  6,332  36,741  

議　員 18  47,976  11,955 (2.60) 59,931  14,559  74,490  

補正前 その他の

特別職

計 925  93,505  24,480  135,869  20,945  156,814  

長　等 3  24,480  6,398 (2.80) 30,878  6,425  37,303  

議　員 18  47,976  12,874 (2.80) 60,850  14,559  75,409  

補正後 その他の

特別職

計 925  93,505  24,480  137,257  21,038  158,295  

長　等 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 469  93  562  

議　員 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 919  　　　　－ 919  

比  較 その他の

特別職

計 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 1,388  93  1,481  

計

17,884  

904  45,529  

報   酬 給   料 その他の手当
年間支給率(月分)

54  45,583  

904  45,529  54  45,583  

45,529  

45,529  

　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－　　　　－

1,388  

　　　　－　　　　－ 　　　　－

19,272  

469  

919  
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２, 一  般  職

(１) 総  括

給         与         費

報    酬 給    料 職員手当 計
会計年度任用職員以外
の職員 (1) 277 927,376 507,312 1,434,688 298,169 1,732,857 

会計年度任用職員 475 482,222 90,285 100,754 673,261 96,136 769,397 

合　計 752 482,222 1,017,661 608,066 2,107,949 394,305 2,502,254 
会計年度任用職員以外
の職員 (1) 277 938,026 518,970 1,456,996 301,921 1,758,917 

会計年度任用職員 477 477,571 90,207 99,492 667,270 94,909 762,179 

合　計 754 477,571 1,028,233 618,462 2,124,266 396,830 2,521,096 
会計年度任用職員以外
の職員    (-)                  － 10,650 11,658 22,308 3,752 26,060 

会計年度任用職員 2 △ 4,651 △ 78 △ 1,262 △ 5,991 △ 1,227 △ 7,218 

合　計    (-) 2 △ 4,651 10,572 10,396 16,317 2,525 18,842 

（　）は再任用短時間勤務職員の数

扶養手当 管理職手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当

24,008 8,280 18,440 22,791 356,877 15,020 59,201 

3,574 423 

24,008 8,280 18,440 26,365 356,877 15,020 59,624 

24,043 8,280 18,103 22,403 368,970 15,020 59,456 

3,611 452 

24,043 8,280 18,103 26,014 368,970 15,020 59,908 

職員手当の 35          － △ 337 △ 388 12,093          － 255 

         －          －          － 37          －          － 29 

35 △ 337 △ 351 12,093 284 

内     訳 特殊勤務手当 夜間勤務手当 地域手当 単身赴任手当 管理職員特別勤務手当 期末

112 87 2,496 

96,757 

112 87 2,496 96,757 

112 87 2,496 

95,429 

112 87 2,496 95,429 

         －          －          －          －          －          －

         －          －          －          －          － △ 1,328 

△ 1,328 

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

区    分

補 正 後

比    較

備    考

(単位：千円、人)

共  済  費 合    計職  員  数

補 正 後

比    較

区    分

区    分

補 正 前

補 正 前

補 正 後

比    較

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

補 正 前
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(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給    料 10,572  給与改定に伴う増減分 10,650 人事院勧告に伴う給料表額の改定  給与改定の状況

1.44 %

R5.4.1

0.42 %

R4.4.1

 昇給に伴う増加分
平均昇給率

 その他の増減分 △ 78  その他 △ 78 職員数の異動状況

区    分 現に在職する職員数 その他 計

補正前 277 人 277 人 

補正後 277 人 277 人 

増　減 － － － 

職員手当 10,396  制度改正に伴う増減分 12,810  期末勤勉 12,093 

 時間外勤務 255 採用・退職の状況

  期末 462 採　用 退　職

9 人 10 人 

12 人 10 人 

13 人 3 人 

令和3年度

令和4年度

令和5年度

  前年度

 給料の改定率

区    分

給与改定実施時期　　　　　　

区   分 説       明 備                                考

  本年度

 給与改定実施時期

 給料の改定率

(1)

(-)

(1)

(1)

(1)

(-)

(0)

(0)

(1) (1)

(0) (0）

(1)

(1)

(-)

(1)

(-)(0)

(1)

(0)

(1)

(0)

(1)
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増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)
区   分 説       明 備                                考

 その他の増減分 △ 2,414  扶養 72 

 住居 △ 337 

 通勤 △ 388 

 時間外勤務 29 

 期末 △ 1,790 

(３) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員一人あたりの給与

53.4

327,842

39.9

287,264

321,473

平 均 年 齢 (歳)

令 和 5 年 12 月 1 日 現 在

区                                         分

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

行 政 職

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在

39.3

330,681

52.8

295,313

317,955平均給与月額(円)

技 能 労 務 職

293,696 297,635

平均給料月額(円)
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  イ  初  任  給

  ウ  級 別 職 員 数

(1) (100.0)

(1) (100.0)

（　）は再任用短時間勤務職員の数

　（級別の基準となる職務）

22.4    

主事･技師係長･主幹

69.6    

30.4    

100.0    

100.0    

14.0    17

16

２ 級

17.1    

100.0    

15.7    7

23

１ 級

計

４ 級

２ 級

１ 級56

35

43

29.2    

254

39

251

課長補佐

56

8.8    

70.8    

計

６級 ５級 １級４級

22.3    

22.3    

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在

３級

３ 級

56

42

２ 級

１ 級

区 分

57

37

22

40

６ 級

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職 ( 円 )

166,600

196,200

４ 級

３ 級

６ 級

令 和 5 年 12 月 1 日 現 在

４ 級

５ 級

22

22.0    

16.5    

100.0    

24

３ 級

7

計

15.5    

２級

行 政 職 主    監

区 分

構 成 比 ( ％ )職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

課    長

１ 級

計

５ 級

３ 級

２ 級

技 能 労 務 職 ( 円 )

164,000

－

166,600

196,200

技 能 労 務 職

職 員 数 ( 人 )

主事･技師

級

行 政 職

8.7    

14.7    

級

４ 級

164,000

－

技 能 労 務 職 ( 円 )
国 の 制 度

行 政 職 ( 円 )
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  エ  昇 給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

12号給 (人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

12号給 (人)

(％) 65.2

33

7

33

7

15

代 表 的 な 職 種

行 政 職 技 能 労 務 職

212

160 15

5

23254277

277

83.5

7

23

212 15

65.2

15

254

昇 給 に 係 る 職 員 数 227

33

7

7

33

7

昇 給 に 係 る 職 員 数

合 計

補
　
正
　
前

175

81.9

227

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

補
　
正
　
後

81.9

7

7

区                   分

職 員 数

職 員 数

160

83.5比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

55

175

5
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  オ 期末手当・勤勉手当

（　）は再任用職員の標準的な支給率

  カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

  キ  特殊勤務手当 　ク　その他の手当

(2% ～ 20% 加 算 )

3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

最高限度

通 勤 手 当

備　　考

国 の 制 度
と の 異 同

そ の 他 の 加 算

扶 養 手 当

47.709  

4.400

35年勤続の者

支 給 率 計

4.500

(2.350)

4.500

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
行  政  職

中学校寄宿舎に勤務する職員の特殊勤務手当

技能労務職

0.01

区　　　　　　分

支給対象職員の比率　（％）
1.81

0.01給料総額に対する比率（％）

1.97
(令和5年 12 月 1 日現在)

区　　　　分

支 給 率 等

（月分）

20年勤続の者 25年勤続の者

24.586875  33.27075  

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875  33.27075  

(2.350)

(2.300)

－

同住 居 手 当

区 分

特 例 措 置

－

代 表 的 な 職 種

（月分） （月分）

同

47.709  

定 年 前 早 期 退 職

措 置 等

定 年 前 早 期 退 職

差 異 の 内 容

－

（月分）

47.709  

(2% ～ 20% 加 算 )

47.709  

備　　考

同

特 例 措 置

級 等 に よ る 加 算 措 置
区　　　　分

6月分(月分) 12月分(月分)

支 給 期 別 支 給 率

(月分)

2.200

2.300

(1.200)

2.300

(1.200)

(1.150)

2.200
国  の  制  度

補　　正　　後

(1.150)
補　　正　　前

(1.150)

(1.150)

2.200

2.200

職 制 上 の 段 階 ､ 職 務 の
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 債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事              項 限度額 一  般

年  度 金  額 年  度 金  額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 財  源

ふるさと納税返礼品等配送業務委託事業 42,000 R5-R7 42,000 42,000

エコサイクルセンター整備事業費負担金 30,639 R8-R9 30,639 30,639

紙 の 博 物 館 管 理 業 務 39,160 R5-R8 39,160 39,160

(単位：千円)

前 年 度 末 迄 の 当 該 年 度 以 降 左     の     財     源     内     訳

支 出 ( 見 込 ) 額 の 支 出 予 定 額 特      定      財      源
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地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

（単位：千円）

１   普    通    債 3,966,484 3,838,786 316,700 348,079 3,807,407

 (１) 総    務 900 900 53 847

 (２) 民    生 179,600 179,600 179,600

 (３) 衛    生 49,788 41,382 8,442 32,940

 (４) 農林水産 145,347 186,151 21,900 9,514 198,537

 (５) 土    木 978,295 976,517 170,200 64,834 1,081,883

 (６) 公営住宅 7,609 2,537 2,537

 (７) 消    防 2,339,964 2,192,752 124,600 238,974 2,078,378

 (８) 教    育 264,981 258,947 23,725 235,222

２   災 害 復 旧 債 253,636 252,840 154,600 38,629 368,811

 (１) 農林水産 74,610 74,431 70,400 10,278 134,553

 (２) 土    木 179,026 178,409 62,200 28,351 212,258

 (３) そ の 他 22,000 22,000

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 末  現  在  高
現    在    高 現在高見込額 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額 見    込    額

区          分
前 前 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当  該  年  度
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３   そ   の    他 13,480,117 12,827,731 1,015,400 1,243,981 12,599,150

 (１) 辺地対策 170,595 173,519 54,200 26,203 201,516

 (２) 過疎対策 3,273,925 3,513,812 867,600 265,373 4,116,039

 (３) 公有林整備 13,655 9,808 3,215 6,593

 (４) 財源対策債 548,943 549,505 48,800 27,117 571,188

 (５) 減税補てん債 22,259 13,910 5,933 7,977

（６）臨時財政対策債 4,218,927 3,866,740 44,800 445,414 3,466,126

（７）合併特例事業債 4,819,961 4,296,122 459,428 3,836,694

（８）施設整備事業債 377,076 371,402 10,685 360,717

（９）地域活性化事業債 17,576 15,713 613 15,100

 (10) 減収補てん債 17,200 17,200 17,200

合          計 17,700,237 16,919,357 1,486,700 1,630,689 16,775,368
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